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最近の道内景気は、低水準ながら持ち直している。

需要面をみると、公共投資は、補正予算の執行が一巡し増加幅が縮小している。住宅投資

は、持ち直しているが、低い水準で推移している。個人消費は、耐久消費財の一部に政策効

果が見られるが、消費者の節約志向などから弱い動きとなっている。設備投資は企業収益の

低迷から大幅に減少している。

生産活動は、在庫調整が進み持ち直しの動きが見られる。雇用情勢は、有効求人倍率が前

年を下回る厳しい状況が続いている。企業倒産は、件数・負債総額ともに減少した。
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①個人消費～厳しい状況

１２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．８％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲１．４％）は、飲食料品・

衣料品などが低調で前年を下回った。スーパ

ー（同▲１．９％）は、主力の飲食料品ほかす

べての品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲１．６％）

は、８ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～２ヶ月連続増加

１２月の新設住宅着工戸数は、２，５３２戸（前年

比＋３０．１％）と、２ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（前年比▲２２．９％）

は前年を下回ったが、貸家（同＋６９．４％）お

よび持家（同＋３．９％）は前年を上回った。

４～１２月の着工戸数累計では、２２，６４８戸

（前年同期比▲２９．１％）となり、前年を下回

った。持ち家（同▲１０．５％）、貸家（同

▲３７．０％）、分譲（同▲４４．６％）とそれぞれ

が前年を下回った。
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③鉱工業生産～前年比１７ヶ月ぶりの上昇

１２月の鉱工業生産指数は、前月比▲１．９％

と２ヶ月ぶりに低下、前年比では＋３．２％と

１７ヶ月ぶりの上昇となった。

業種別では、前年に比べ電気機械工業、鉄

鋼業などが上昇し、一般機械工業、パルプ・

紙・紙加工品工業などが低下した。

④公共投資～６ヶ月連続で前年を上回る

１２月の公共工事請負金額は、３０５億円（前

年比＋１４．２％）と６ヶ月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋２６．６％）、道

（同＋４．１％）、市町村（同＋５．５％）とそれぞ

れ前年を上回った。

４～１２月の累計では請負金額８，０６７億円

（前年同期比＋１２．４％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい動き

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３５倍となり、前月比では０．０３ポイント、

前年比では０．０６ポイントそれぞれ低下した。

新規求人数は、前年比１０．１％減少し２ヶ月

ぶりに前年を下回った。業種別では、医療・

福祉（前年比＋３．２％）などは増加したが、

建設業（同▲３１．０％）やサービス業（同

▲１９．３％）、宿泊業・飲食サービス業（同

▲１４．９％）などが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６４／本文　※柱に注意！／００１～００３　道内経済の動き  2010.02.19 15.52.45  Page 



航空機� ＪＲ� フェリー� 前年対比（右目盛）�

千人� ％�

1211109876543209/108/12

2,000
1,800
1,600
1,400
1,200
1,000
800
600
400
200
0 -18

-16
-14
-12
-10
-8
-6
-4
-2
0
2

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）

輸出� 輸入� 輸出（前年比、右目盛）� 輸入（同、同）�

億円� ％�

12
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

-80

-60

-40

-20

20

40

60

11109876543209/108/12

貿易動向

（資料：函館税関）

件�
億
円�

件数� 負債総額（右目盛）�

10/11211109876543209/1
0

10

20

0

30

40

50

60

70

80

100

200

300

400

500

600

700

800

企業倒産
（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）

⑥来道客数～前年を下回る

１２月の来道客数は、８３７千人（前年比

▲７．２％）と１９ヶ月連続で前年を下回った。

４～１２月の累計来道客数は、９，０１５千人

（前年同期比▲７．３％）と前年を下回った。節

約志向から国内旅行需要が縮小し観光客の減

少が続いている。

⑦貿易動向～輸出２ヶ月連続の増加

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比２８．６％

増の２６９億円、輸入が同０．２％減の９６１億円と

なった。

輸出は、魚介類・同調製品や自動車の部分

品、一般機械などが増加し２ヶ月連続で前年

を上回った。

輸入は、石油製品や石炭、魚介類・同調製

品などが減少し、１４ヶ月連続で前年を下回っ

た。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

１月の企業倒産は、件数は３８件（前年比

▲３６．７％）、負債総額は１２０億円（同▲８２．１％）

とともに前年を下回った。

業種別では、小売業、サービス・他（各８

件）、建設業（６件）、不動産業（５件）とな

った。

平成２１年４月～平成２２年１月の累計では、

件数４１８件（前年同期比▲３３．２％）、負債総額

１，６４１億円（同３１．１％）となった。
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＜図1-1＞道内企業の年間業況の推移�
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１．平成２１年実績

２０年に比べ、売上DI（△３６）は１２ポ
イント低下した。一方、利益DI（△１８）
は、原油価格の落ち着きから１７ポイント
上昇した。

２．平成２２年見通し

売上DI（△３２）は４ポイント上昇と
幾分持ち直しが見込まれるものの、利益
DI（△３１）は１３ポイント低下が見込ま

れる。特に、非製造業で利益の悪化が懸
念される。

３．先行きの懸念材料

企業が２２年の業況見通しを考慮するに
あたり、懸念される材料を聞いた。「個人
消費の動向」（５８％）が第１位となった。
続く「公共投資の動向」（５２％）は前年よ
り２ポイント上昇し５割を超え、「原油
価格の動向」（５０％）は１５ポイント低下し
たものの、半数に達した。

特別調査

非製造業で利益悪化を懸念
平成２２年道内企業の年間業況見通し

要 約
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
平成２２年道内企業の年間業況見通し
判断時点
平成２２年１月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

〈表１〉平成２２年見通し・業種別の要点

要 点（平成２２年見通し）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２０年 ２１年 ２２年
見通し

２０年 ２１年 ２２年
見通し

全産業 売上は建設業を除き持ち直し △２４ △３６ △３２ △３５ △１８ △３１

製造業 売上は持ち直し、利益はほぼ横ばい △２０ △３８ △２４ △２９ △２５ △２４

食料品 製菓業・水産加工業が持ち直し ０ △１５ △７ △１０ △５ △８

木材・木製品 建材・木材メーカーなど住宅関連の不
振続く △４２ △６５ △４８ △３８ △４４ △３５

鉄鋼・金属製品・機械 官・民工事減少で低水準 △３５ △４５ △３２ △２８ △３８ △３２

非製造業 建設業に強い警戒感 △２５ △３５ △３５ △３７ △１５ △３４

建設業 公共工事削減により、売上・利益とも
大幅減 △３７ △１３ △４８ △４８ △２２ △５４

卸売業 デフレの強まりを懸念 △８ △５７ △４１ △２６ △２７ △４１

小売業 個人消費の低迷続く △１１ △４０ △２２ △３１ △１０ △２４

運輸業 原油価格の動向を懸念 △６ △５１ △３２ △２４ ２１ △１３

ホテル・旅館業 景気の回復に期待 △６５ △４５ △３３ △６４ △３３ △２８

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５５ １００．０％
札幌市 １６６ ３６．５ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０６ ２３．３
道 南 ３６ ７．９ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５８ １２．７ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８９ １９．６ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４５５ ５６．９％
製 造 業 ２２０ １３０ ５９．１
食 料 品 ７５ ４１ ５４．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２３ ６５．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３８ ７６．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ２８ ４６．７
非 製 造 業 ５８０ ３２５ ５６．０
建 設 業 １８０ ９５ ５２．８
卸 売 業 １００ ６１ ６１．０
小 売 業 １２０ ６３ ５２．５
運 輸 業 ７０ ３９ ５５．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １８ ６０．０
その他の非製造業 ８０ ４９ ６１．３

調 査 要 項

特別調査
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食料品製造業� 建設業�
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＜図1ｰ2＞道内企業の年間業況の推移（業種別）�
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〈表２〉売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�顧客ニーズの的確な把握
（６６％） ＋２ 全業種でウエイト高い。

�人材の育成・強化（５６％） ＋２ 鉄鋼・金属製品・機械製造業（７０％）などで高率。

�営業方法の見直し（４０％） △４ 建設業（５１％）、卸売業（５３％）など非製造業（４２％）で比較的ウエ
イト高い。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（３８％） △６ 木材・木製品製造業（５５％）、ホテル・旅館業（５０％）で５割台。

�新商品（サービス）の開発
（２７％） △２ 食料品製造業（６８％）で第１位。

〈表３〉先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�個人消費の動向（５８％） △４ 食料品製造業（９５％）、小売業（８４％）、ホテル・旅館業（８３％）で高
率。

�公共投資の動向（５２％） ＋２ 建設業（８２％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（６８％）で第１位。

�原油価格の動向（５０％） △１５ 運輸業（９７％）では引き続き高率だが、他の９業種では低下。

�物価の動向（３９％） ＋５ 食料品製造業（６３％）など製造業（４４％）で比較的ウエイト大。

�民間設備投資の動向
（３５％） ＋２ 鉄鋼・金属製品・機械製造業（６６％）、建設業（５９％）でウエイト

大。

特別調査

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�顧客ニーズの的確な把
握

①
６６
（６４）

①
６５
（６１）

②
５６
（５６）

①
７３
（５４）

②
６２
（６３）

①
７５
（６９）

①
６７
（６５）

①
５９
（５８）

①
６９
（６８）

①
６５
（６６）

①
６９
（６１）

①
７２
（９１）

①
７８
（６４）

�人材の育成・強化
②
５６
（５４）

②
５６
（５０）

③
４６
（４６）

③
４６
（５４）

①
７０
（６０）

②
６１
（４１）

②
５７
（５６）

②
５３
（４９）

②
５７
（６５）

②
６０
（６１）

②
５６
（４６）

４４
（５０）

②
６３
（６２）

�営業方法の見直し
③
４０
（４４）

３６
（３５）

３２
（２２）

３２
（４６）

③
４１
（４３）

３９
（３８）

③
４２
（４７）

③
５１
（６０）

③
５３
（５５）

３１
（２８）

２８
（４２）

３９
（４６）

③
３９
（３３）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化 ３８

（４４）

③
４０
（４４）

３７
（５１）

②
５５
（３８）

３２
（３３）

③
４３
（５０）

３７
（４４）

２８
（３３）

４３
（４０）

③
４５
（５６）

③
３６
（３３）

③
５０
（５５）

３１
（５９）

�新商品（サービス）の
開発 ２７

（２９）
３８
（４５）

①
６８
（７１）

２７
（２５）

２２
（３７）

２１
（３４）

２２
（２２）

８
（１２）

３９
（３８）

２６
（２３）

８
（３）

４４
（４１）

２７
（２８）

�価格体系の見直し ２３
（３２）

２０
（３５）

１５
（３９）

１８
（３３）

２７
（３３）

２１
（３４）

２４
（３１）

３４
（２６）

１８
（３５）

２１
（３８）

１３
（３６）

③
５０
（２３）

１８
（２８）

�IT（ホームページ）の
活用 １４

（１４）
１１
（１３）

１５
（２０）

１４
（１３）

３
（３）

１４
（１３）

１６
（１４）

１１
（８）

１６
（１７）

１９
（１３）

５
（９）

②
５６
（４６）

１４
（１５）

�新たな事業への参入 １２
（９）

１０
（７）

５
（－）

９
（４）

１１
（１３）

１８
（１３）

１３
（１０）

８
（１４）

２０
（８）

１９
（７）

５
（９）

６
（－）

１６
（１５）

	他社との業務提携 １２
（１３）

８
（９）

７
（２）

９
（４）

３
（７）

１４
（２２）

１４
（１５）

１６
（２３）

５
（１２）

８
（１０）

２８
（１５）

６
（－）

１８
（１８）


その他 ２
（２）

２
（３）

－
（－）

５
（４）

３
（３）

－
（６）

２
（２）

３
（３）

－
（－）

３
（２）

－
（－）

－
（－）

４
（５）

〈表４〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６４／本文　※柱に注意！／００４～０１３　特別調査  2010.02.17 15.14.15  Page 12 



〈表５〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�個人消費の動向
①
５８
（６２）

①
５９
（６４）

①
９５
（９３）

②
４８
（５７）

２４
（４０）

②
６１
（５６）

①
５８
（６１）

３２
（３５）

①
６２
（７１）

①
８４
（８５）

②
５９
（５０）

①
８３
（９１）

①
６１
（６４）

�公共投資の動向
②
５２
（５０）

４２
（４１）

１５
（１５）

④
４４
（５２）

①
６８
（６３）

③
４６
（４４）

②
５６
（５３）

①
８２
（８０）

②
５４
（４６）

４０
（２８）

③
５６
（４１）

２８
（３９）

③
３９
（５４）

�原油価格の動向
③
５０
（６５）

②
４９
（６６）

③
４９
（６８）

２６
（５７）

③
４７
（６０）

①
７１
（７８）

③
５１
（６５）

３６
（５０）

③
５３
（６７）

②
４９
（６９）

①
９７
（９７）

③
５６
（７８）

③
３９
（５９）

�物価の動向 ３９
（３４）

③
４４
（３５）

②
６３
（５０）

３９
（２２）

２４
（２７）

③
４６
（３４）

３７
（３４）

３２
（３０）

３９
（３１）

③
４３
（４４）

３３
（１６）

３３
（６５）

②
４３
（２６）

�民間設備投資の動向 ３５
（３３）

３３
（３３）

－
（１０）

３０
（１７）

②
６６
（７０）

３９
（３８）

３６
（３３）

②
５９
（５６）

３３
（３０）

２１
（１５）

３６
（２８）

１１
（２２）

２２
（１８）

�政局の動向 ３２
（２２）

３５
（２１）

２４
（２０）

３５
（３０）

４０
（１３）

４３
（２２）

３１
（２２）

４５
（３１）

２０
（１８）

２２
（１６）

２３
（１３）

１７
（３０）

③
３９
（１５）

�金融機関の融資姿勢 ３１
（４５）

３２
（４８）

２２
（４８）

３５
（４８）

３４
（４７）

３９
（５０）

３０
（４４）

４２
（５２）

３０
（４３）

１９
（３０）

２６
（５３）

４４
（３９）

２０
（３９）

�住宅着工の動向 ２６
（３０）

２５
（３０）

－
（８）

①
９１
（９６）

１３
（１３）

２５
（２８）

２７
（２９）

４２
（４２）

２５
（２５）

２４
（２６）

２３
（３１）

－
（９）

１４
（１８）

	国と地方の財政改革
の動向 ２６

（１９）
２２
（１６）

１２
（１０）

１７
（１７）

３２
（１０）

２９
（２８）

２７
（２１）

③
４６
（３６）

１６
（１３）

１９
（８）

１８
（１６）

１７
（１３）

２５
（２１）


金利の動向 ２５
（３０）

２４
（２８）

２４
（３８）

２２
（１７）

１８
（２０）

３２
（３１）

２５
（３０）

３４
（３３）

２８
（４６）

２７
（２５）

２３
（１９）

６
（９）

１２
（２８）

�雇用の動向 ２３
（２２）

２５
（２０）

３９
（３３）

２６
（１７）

１１
（１０）

２５
（１６）

２３
（２３）

１７
（１５）

２８
（１８）

２１
（３８）

１５
（１９）

３３
（１７）

３１
（３６）

�為替の動向 ２３
（２５）

３５
（３４）

３２
（３８）

②
４８
（３９）

２６
（２０）

３９
（４１）

１８
（２２）

１１
（１０）

３０
（３３）

２４
（３０）

１３
（１６）

２８
（３５）

１０
（２１）

中国経済の動向 １９
（１９）

２６
（２６）

２０
（２８）

３５
（３０）

２１
（２０）

３６
（２８）

１６
（１６）

１１
（８）

２０
（２３）

１９
（１８）

１０
（６）

２８
（１７）

１６
（３３）

�アメリカ経済の動向 １８
（３８）

２９
（４７）

２４
（６３）

④
４４
（４４）

２４
（３０）

３２
（４７）

１４
（３５）

１２
（２８）

１６
（３６）

１９
（３８）

１８
（４１）

－
（２２）

１０
（４６）

�税制改正の動向 １７
（１３）

１５
（１４）

１２
（１５）

１３
（９）

１３
（１３）

２１
（１６）

１９
（１３）

１４
（１０）

１２
（１０）

２９
（１６）

３３
（２２）

１１
（９）

１４
（１８）

�株価の動向 １６
（３０）

１９
（３３）

１２
（３５）

１７
（３０）

１８
（２７）

３２
（３８）

１５
（３０）

１９
（２９）

１０
（３９）

１６
（２５）

５
（１６）

１１
（３０）

１８
（３３）

�新型インフルエンザ
の流行 １４ １３ ２０ １３ ５ １４ １４ ４ １２ １６ １５

②
６７ １４

�規制緩和の動向 １３
（１０）

１４
（７）

１２
（５）

１７
（－）

１６
（１０）

１１
（１３）

１２
（１１）

１２
（７）

２
（１０）

１３
（１０）

２８
（２８）

６
（－）

１６
（１５）

�社会保障費の増加 １２
（１６）

１４
（１６）

１２
（２３）

２２
（３０）

１１
（７）

１４
（６）

１２
（１５）

６
（８）

１３
（１０）

１１
（２６）

２１
（１９）

１７
（１７）

１２
（２３）

�地価の動向 ７
（８）

６
（６）

２
（３）

２２
（１３）

－
（３）

７
（６）

７
（９）

１６
（１５）

－
（７）

５
（７）

－
（－）

－
（４）

８
（１３）

�EPA（経済連携協定）
の動向 ２

（３）
５
（６）

－
（５）

９
（－）

５
（１３）

７
（３）

１
（３）

－
（１）

５
（７）

２
（３）

－
（－）

－
（－）

－
（３）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査

― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号
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今回調査した年間業況見通しでは、売上は全体としては持ち直しが見込まれますが、建設

業を中心に、公共投資の見直しによる影響を危惧する声が目立ちました。また、販売単価が

下落基調にあることや、経費増加につながる原油価格の上昇などが懸念され、利益は低下見

通しとなりました。このような状況の中、多くの企業がエコポイント制度や環境意識の高ま

りを商機と捉え、エコ関連のサービスや商品に活路を見出そうとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

Ⅰ．年間業況見通しと重視項目

＜乳製品製造業＞ 現状を打破するには、新

製品の開発等で新たな需要を掘り起こす必要

がある。また、競合製品と価格競争をするの

ではなく、味・質・形状などで差別化を図る。

＜水産加工業＞ 工場の年間稼働率が上がら

ないとコストダウンにつながらないので、安

定した操業が重要である。国内向けの販売だ

けでは限界があるため、海外市場も研究・開

拓しなければならない。

＜家具製造業＞ 売上減少のため６名を解

雇、定年者の再雇用もできなかった。社員ひ

とりのできる仕事を増やすため、生産工程の

教育に力を入れたい。建設業界不況の中、売

上増加要因は見当たらないが、住宅関連のエ

コポイント制に少しの希望を抱いている。

＜製材業＞ 民間の設備投資意欲は弱いが、

公営住宅の木造化など公共投資に期待が持て

るため、これらに対応すべく準備を進める。

＜金属加工業＞ 先行き不透明な時期でも成

長を続ける企業は存在する。当社も情報収集

に力を入れ、自社製品の評価や市場のニーズ

などを客観的に分析・把握した上で、営業や

製造現場につなげたい。

＜印刷業＞ 大手が大量生産物件を中心に取

り込んでいるなか、当社は①大手の隙間にあ

る仕事を受注すること、②書籍など後々まで

残る製品・品質が要求される製品で顧客の信

頼を得ること、を考えている。

＜管工事業＞ 民間工事については、物件の

計画段階から携わることでイニシアチブを取

れるよう、営業手法を改革中である。

＜マンション分譲＞ 各社が抱えているコス

トの高い在庫物件が一掃されるには、あと１

年はかかると思われる。その後、徐々に新し

い企画と価格帯の商品が投入されると考えら

れる。

＜建設業＞ 公共事業の削減や住宅着工件数

の減少予想を踏まえ、エコ関連商品の開発

や、新エネルギー（太陽光発電等）関連の事

業と建築との融合を目指す。

経営のポイント

環境関連のサービス・商品に活路
〈企業の生の声〉
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＜靴卸売業＞ 必要になるまで商品を買わな

い傾向がさらに強まり、価格競争は激化す

る。大手小売業の寡占化が進んでいるが、大

手の対応できない地域ニーズに応える商品を

開発し、販促面でもきめ細かく対応する。

＜医療機器卸売業＞ 業界では、利益低下に

よる先行き不安からM&Aが加速すると思わ

れる。２２年度は、個々の得意先に対応した販

売形態の検討等を重点課題としている。

＜サッシ卸売業＞ 今年は、太陽光発電付住

宅・長期優良住宅・省エネリフォーム等、政

策にマッチした部門から、横ばいまたは緩や

かな上昇が見込めると判断している。新人も

採用し、営業強化を図りたい。

＜木材店＞ 新築からリフォームへと住宅着

工の流れは明らかに変わっているので、スピ

ード勝負である。道産木材にこだわり、他社

と差別化を図って、生き残りたい。

＜電器店＞ エコポイント制度が延長されれ

ば、業況は明るい。２２年度は、LED（発光ダ

イオード）照明やエコキュート（新給湯シス

テム）、太陽光発電システムなどに力点をお

く。

＜燃料店＞ 原油価格の落ち着きもあり２１年

度上期は黒字となった。しかし下期は、原油

価格の上昇や顧客の省エネ意識と節約意識の

高まりにより、売上・利益ともに減少見込み

である。２２年度からは新事業（太陽光発電

等）に力を入れたい。

＜家具店＞ 廃校舎を借りて、大型ごみ等の

中から程度の良いものを集め、木工職人が修

理をする「リサイクル事業」を始めた。修理

したものは、中古品取扱い業者の店舗で展示

即売をしている。現在は規模が小さいが、商

品が揃えば宣伝をする予定である。

＜スポーツ用品店＞ 高齢者の健康意識が

年々高まっているので、ウォーキングシュー

ズをはじめとする関連商品の販売を強化す

る。

＜都市ホテル＞ 内食志向の強まりと経費削

減による法人宴会自粛等で、売上確保は厳し

い。取引先や全社員から情報収集し、商材を

発掘したい。

Ⅱ．平成２２年の懸念材料など

＜乳製品製造業＞ 景気後退により、消費者

の関心は安全から価格へと向かっている。中

小企業は価格競争では大手に太刀打ちできな

いため、今後、価格一辺倒の消費マインドが

変化していかないと苦しい。

＜製材業＞ 原材料の多くが輸入品に依存し

ているので、為替動向次第で仕入れ単価が変

わってしまう。しかし、販売価格はそのつど

変えられない。

＜製材業＞ 物価下落が続き、給与減少から

住宅着工減少へと悪循環が懸念される。しか

し、政府が２１年１２月に策定した木材利用推進

計画により、公共施設の木造化が推進される

見込みであり、希望を持っている。

経営のポイント

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号
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＜型枠工事業＞ 公共工事等の見直しは道内

経済に直接響く大問題である。さらなる見直

しがあれば、生き残れる同業者は現在の３分

の１程度になるかもしれない。

＜食品小売業＞ 幹線道路沿いや行楽地の店

では、ガソリン価格の動向や高速道路の料金

政策が休日の売上に大きく影響する。また輸

入商品を多く扱っていることから、為替動向

も注視している。

＜燃料店＞ 石油価格は、平成２０年のような

急激な上昇はないと思われるが、海外のマー

ケットは確実に上昇しているため、今後も注

目しなければならない。

＜食品スーパー＞ 業種柄、水道光熱費の割

合が高く、総経費の２割を占めている。この

ため、原油高騰による水道光熱費増額は、営

業利益に大きく影響する。

＜農産物輸送業＞ ガソリン税の暫定税率廃

止の動向が注目される。また、規制緩和が業

界に運賃のダンピングや過当競争を生み、輸

送の質に大きな影響を与えている。

＜貸切バス＞ 規制緩和による異業種からの

進出や、インフルエンザ流行によるキャンセ

ル等が問題である。

＜飲食店＞ 低価格販売の流れの中、地元産

品に高付加価値をつけ、自信を持ってお客様

に提供できる商品作り・販売ルート作りに取

り組まなければならない。

経営のポイント

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２

２０年１０～１２月 ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８
２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２

４～６月 ８５．２ △１８．５ ７８．３ △２７．８ ８６．１ △１９．３ ７８．６ △２７．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７～９月 ８９．８ △１２．６ ８４．１ △２０．１ ９２．６ △１０．６ ８５．２ △１９．３ ９４．７ △７．６ ９４．７ △１２．１
１０～１２月 p９２．４ △１．８ p８８．０ △５．４ p９５．５ △０．６ p８９．７ △４．１ p９４．３ △８．４ p９３．７ △１４．６

２０年 １２月 ８９．６ △１２．３ ８５．３ △２０．７ ９１．４ △１０．８ ８６．０ △２０．７ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８
２１年 １月 ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ １００．８ △３．１ １０８．０ ２．８

２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４月 ８３．８ △２０．０ ７４．８ △３０．７ ８５．９ △１９．０ ７５．３ △３０．７ ９９．１ △１．１ ９７．１ △７．２
５月 ８５．９ △１８．９ ７９．１ △２９．５ ８５．６ △２１．０ ７８．９ △３０．０ ９９．６ △０．９ ９６．４ △８．４
６月 ８６．０ △１６．７ ８０．９ △２３．５ ８６．７ △１８．０ ８１．７ △２２．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７月 ８８．１ △１７．６ ８２．６ △２２．７ ８９．２ △１７．０ ８３．７ △２２．０ ９４．６ △７．７ ９５．０ △１０．６
８月 ９０．３ △１１．５ ８３．９ △１９．０ ９３．２ △８．３ ８４．２ △１９．０ ９４．７ △８．１ ９５．１ △１０．３
９月 ９１．１ △８．５ ８５．７ △１８．４ ９５．４ △５．８ ８７．７ △１６．８ ９４．７ △７．６ ９４．７ △１２．１
１０月 ９０．４ △７．７ ８６．１ △１５．１ ９４．３ △６．０ ８８．８ △１３．０ ９２．５ △９．０ ９３．３ △１４．４
１１月 r ９４．３ ０．０ r ８８．０ △４．２ r ９６．９ ０．６ r ８９．６ △３．１ r ９５．６ △５．６ r ９３．７ △１４．４
１２月 p９２．５ ３．２ p８９．９ ５．３ p９５．２ ４．１ p９０．６ ５．４ p９４．３ △８．４ p９３．７ △１４．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３△３．０ ２１２，５７５△１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３４，００５△５．６ ２０６，６０３△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，６８８ △５．２ １２８，１６０ △２．５

２０年１０～１２月 ２５７，７０５△５．８ ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４
２１年１～３月 ２２９，３４５△６．３ ４９，１０１ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，６０５ △５．４ ３０，９８７ △４．７

４～６月 ２２７，１５６△５．１ ４８，１７４ △６．７ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，６０２ △３．９ ３１，１８３ △４．１
７～９月 ２２７，７０１△３．５ ４７，９９１△７．０ ６２，９８８ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０７７ △５．４
１０～１２月 p２４７，４９９△３．５ p ５２，５１９△７．０ p ６６，１１２ △４．３ p １９，７５１ △８．８ p１８１，３８７ △３．２ p ３２，７６８ △５．８

２０年 １２月 １０２，８０９△７．２ ２１，５９０ △６．２ ３１，７５２ △８．６ ８，６５８ △９．６ ７１，０５７ △６．６ １２，９３２ △３．６
２１年 １月 ８０，７３２△５．２ １８，０６９△５．５ ２４，６１０ △５．５ ６，７０５ △９．２ ５６，１２２ △５．１ １１，３６４ △３．１

２月 ６８，０２３△５．６ １４，５１８ △８．１ １８，６８０ △７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３ △５．０ ９，３７４ △６．１
３月 ８０，５９０△７．９ １６，５１４ △８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，１４０ △５．９ １０，２４９ △４．９
４月 ７５，２６４△６．１ １５，９６０ △６．７ １９，４０２ △１０．８ ５，６１１ △１１．３ ５５，８６２ △４．１ １０，３４９ △４．０
５月 ７６，８６９△４．０ １６，１８５ △６．５ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５７，０８６ △２．３ １０，５９６ △３．０
６月 ７５，０２３△５．１ １６，０２９ △６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，６５４ △５．３ １０，２３７ △５．４
７月 ７９，９５５△４．２ １７，３６０ △８．４ ２４，１２１ △３．３ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６３０ △６．１
８月 ７６，０２３△４．５ １５，６９６ △６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０１ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３５ △５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７４６ △４．３
１０月 ７２，８６７△３．６ １５，６１１△７．２ １８，９６５ △６．５ ５，５８５ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２６ △５．２
１１月 r ７４，５７５△５．６ r １６，２１６ △９．７ r １９，６８１ △６．１ r ６，１１７ △１１．８ r ５４，８９４ △５．４ r １０，０９９ △８．３
１２月 p１００，０５７△１．８ p ２０，６９３△４．６ p ２７，４６６ △１．４ p ８，０４９ △５．１ p ７２，５９０ △１．９ p １２，６４４ △４．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６４／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2010.02.12 23.44.12  Page 17



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０
２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０

４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２０年 １２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０
２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４

２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９１ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △ １．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △ ５．８ ４３，７８０ △ ５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △ ４．２
１９年度 １６９，１４９ △ ４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △ ７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △ ３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △ ３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２
２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △ ７．５ １，０４３，９７１ △２３．４

４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △ ３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △ ３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２０年 １２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３
２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △ ３．３ ２５６，０５４ △２０．０

２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △ ９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △ ８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △ ９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △ １．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △ ３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △ １．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △ ３．５ ３７２，４２８ △ ２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △ ６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △ ７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △ ９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７
２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４

４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２０年 １２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８
２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５

２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９
２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５

４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２０年 １２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ４．３ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１
２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８

２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２０ △１０．９ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９１７ △１０．７ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，００７ △１０．３ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６４／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2010.02.12 23.44.12  Page 19



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，０７３ △１．１ ７１１，４４９ △１６．４ １，５５２，３９２ １１．９ ７１８，７１６ △４．１

２０年１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △８．０ １７６，９３７ △９．５
２１年１～３月 ６３，６８６ △３５．９ １１１，９０５ △４６．９ ２１８，７９４ △４４．８ １２０，５４８ △３７．０

４～６月 ５６，７５４ △４６．９ １２８，１５７ △３８．５ １９４，２１６ △５９．０ １１９，４６７ △４０．１
７～９月 ９６，３１２ △２０．４ １４４，６４６ △３４．４ ２３３，６１７ △５３．６ １３３，８１９ △３９．７
１０～１２月 p ８５，５２６ ０．２ p１５７，１１９ △７．９ p２６４，８８３ △２５．６ p１３９，９３５ △２０．９

２０年 １２月 ２０，９３７ △３３．９ ４８，３０５ △３５．０ ９６，３１２ △２６．９ ５１，５２７ △２１．５
２１年 １月 ２０，５４５ △２４．４ ３４，８０４ △４５．７ ７８，３５３ △３９．７ ４４，３６４ △３１．９

２月 ２０，４４０ △４２．６ ３５，２６４ △４９．４ ６３，２８８ △５２．０ ３４，４３７ △４３．０
３月 ２２，７０１ △３７．９ ４１，８３８ △４５．５ ７７，１５３ △４２．９ ４１，７４７ △３６．６
４月 １９，２８８ △４５．５ ４１，９５８ △３９．１ ７６，４１７ △４３．４ ４１，２９５ △３５．８
５月 １９，８１５ △４３．１ ４０，２０４ △４０．９ ６１，１４２ △６６．１ ３７，２３５ △４２．４
６月 １７，６５１ △５２．０ ４５，９９５ △３５．７ ５６，６５７ △６４．３ ４０，９３７ △４１．９
７月 ３６，２７０ △１７．１ ４８，４４０ △３６．５ ６８，０５１ △５５．２ ４４，６６５ △４０．８
８月 ２２，７６４ △４７．０ ４５，１０４ △３６．０ ７２，６１３ △５９．８ ４３，２８８ △４１．２
９月 ３７，２７８ ８．７ ５１，１０２ △３０．６ ９２，９５３ △４５．６ ４５，８６６ △３６．９
１０月 ３０，０２９ △２７．２ ５３，０８５ △２３．２ ８８，１７０ △４４．２ ４５，０４６ △３５．６
１１月 r ２８，５７０ ２３．２ r ４９，９０６ △６．３ r ８０，５９２ △２０．８ r ４６，２１４ △１６．７
１２月 p ２６，９２７ ２８．６ p ５４，１２８ １２．１ p ９６，１２１ △０．２ p ４８，６７５ △５．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

２０年１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２
２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２０年 １２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２
２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５

２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５
３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１
５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６
６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８
８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３
１１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年３月号
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